
様式第二号の八（第八条の四の五関係）

福井市長 殿

提出者

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)

当該事業場において現に行っている事業に関する事項

(日本産業規格　Ａ列4番）

石川県金沢市広岡２丁目１３番５号ＭＨＭ金沢ビル２階

令和8年4月1日～令和9年3月31日

総合工事業（Ｄ０６）

11,885,525,000円

２０１名

④産業廃棄物の一連
　の処理の工程

別紙１のとおり

（第1面）

①事　業　の　種　類

②事　業　の　規　模

③従　 業　 員 　数

事 業 場 の 名 称

事 業 場 の 所 在 地

計 画 期 間

産業廃棄物処理計画書

令和8年6月11日

石川県金沢市広岡２丁目１３番５号ＭＨＭ金沢ビル２階

株式会社　熊谷組　北陸支店

常務執行役員支店長　木下　剛

076-208-3199

株式会社　熊谷組　北陸支店

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条第9項の規定に基づき、産業廃棄物の減量その他

その処理に関する計画を作成したので、提出します。

住 所

氏 名

電話番号



産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

（管理体制図）

産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

【前年度（令和7年度）実績】

t t

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

産業廃棄物の分別に関する事項

・産業廃棄物の処理方法別にそれぞれを分別

・解体工事の分別解体を実施、混合廃棄物の発生を削減

（第2面）

①現状

（分別している産業廃棄物の種類及び分別に関する取組）

②計画

(今後分別する予定の産業廃棄物の種類及び分別に関する取組)

②計画

産業廃棄物の種類 別紙集計表のとおり

別紙２のとおり

①現状

産業廃棄物の種類 別紙集計表のとおり －

排    出    量

・余剰材の発生しない資材搬入管理

・梱包材の削減

－

排    出    量



自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項

【前年度（令和7年度）実績】

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

t ｔ

（今後実施する予定の取組）

自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項

【前年度（令和7年度）実績】

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

t t

t t

（今後実施する予定の取組）

－

－

－

－

－

－

－

－

（第3面）

②計画

①現状

産業廃棄物の種類

－

自ら再生利用を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

－

自ら再生利用を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

－

－

①現状

②計画

産業廃棄物の種類

自ら中間処理により減量し
た

産 業 廃 棄 物 の 量

産業廃棄物の種類

産業廃棄物の種類

自ら熱回収を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

－

－

自ら中間処理により減量す
る

産 業 廃 棄 物 の 量

自ら熱回収を行う
産業廃棄物の量

－

－



自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項

【前年度（令和7年度）実績】

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

産業廃棄物の処理の委託に関する事項

【前年度（令和7年度）実績】

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

－

－

－

－

優良認定処理業者への

処 理 委 託 量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処  理  委  託  量

再生利用業者への
処 理 委 託 量

産業廃棄物の種類 別紙集計表のとおり

全 処 理 委 託 量

認定熱回収業者への

処 理 委 託 量

（第4面）

①現状

産業廃棄物の種類 －

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

②計画

産業廃棄物の種類 －

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行う

産 業 廃 棄 物 の 量

①現状



【目標】

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

※事務処理欄

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処  理  委  託  量

②計画

産業廃棄物の種類 別紙集計表のとおり

再生利用業者への
処 理 委 託 量

認定熱回収業者への

処 理 委 託 量

（第5面）

全 処 理 委 託 量

優良認定処理業者への

処 理 委 託 量



（第６面）

備考

１  前年度の産業廃棄物の発生量が1,000トン以上の事業場ごとに１枚作成すること。

２　当該年度の６月30日までに提出すること。

３　「当該事業場において現に行っている事業に関する事項」の欄は、以下に従って記入すること。

　(1)①欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

　(2)②欄には、製造業の場合における製造品出荷額（前年度実績）、建設業の場合における元請

    完成工事高（前年度実績）、医療機関の場合における病床数（前年度末時点）等の業種に応じ

    事業規模が分かるような前年度の実績を記入すること。

　(3)④欄には、当該事業場において生ずる産業廃棄物についての発生から最終処分が終了するま

    での一連の処理の工程（当該処理を委託する場合は、委託の内容を含む。）を記入すること。

４　「自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項」の欄には、産業廃棄物の種類ごとに、自ら

  中間処理を行うに際して熱回収を行った場合における熱回収を行った産業廃棄物の量と、自ら

  中間処理を行うことによって減量した量について、前年度の実績、目標及び取組を記入すること。

５　「産業廃棄物の処理の委託に関する事項」の欄には、産業廃棄物の種類ごとに、全処理委託

  量を記入するほか、その内数として、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律

  施行令第６条の11第２号に該当する者）への処理委託量、処理業者への再生利用委託量、認定

  熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項の認定を受けた

  者）である処理業者への焼却処理委託量及び認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている

  処理業者への焼却処理委託量について、前年度実績、目標及び取組を記入すること。

６　それぞれの欄に記入すべき事項の全てを記入することができないときは、当該欄に「別紙の

  とおり」と記入し、当該欄に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、産業廃棄

  物の種類が３以上あるときは、前年度実績及び目標の欄に「別紙のとおり」と記入し、当該欄

  に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、それぞれの欄に記入すべき事項がな

  いときは、「―」を記入すること。

７　※欄は記入しないこと。



産業廃棄物処理計画書 別紙集計表

現状：前年度（令和7年度）実績量

計画：今年度（令和8年度）計画量（目標） 単位：トン

現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画

廃油 1.89 1.70 － － － － － － － － 1.89 1.70 1.89 1.70 1.89 1.70 0.00 0.00 0.00 0.00

廃プラスチック類 287.64 258.88 － － － － － － － － 287.64 258.88 0.00 0.00 4.17 3.75 0.00 0.00 0.00 0.00

紙くず 6.09 5.48 － － － － － － － － 6.09 5.48 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

木くず 912.29 821.06 － － － － － － － － 912.29 821.06 0.00 0.00 727.60 654.84 0.00 0.00 0.00 0.00

ガラス陶磁器等くず 62.36 56.12 － － － － － － － － 62.36 56.12 0.00 0.00 62.36 56.12 0.00 0.00 0.00 0.00

廃石膏ボード 14.16 12.74 － － － － － － － － 14.16 12.74 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

コンクリート片 665.23 598.71 － － － － － － － － 665.23 598.71 0.00 0.00 560.00 504.00 0.00 0.00 0.00 0.00

アス・コン片 1,120.00 1,008.00 － － － － － － － － 1,120.00 1,008.00 0.00 0.00 1,120.00 1,008.00 0.00 0.00 0.00 0.00

その他がれき類 11.84 10.66 － － － － － － － － 11.84 10.66 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

建設混合廃棄物（安定型） 0.36 0.32 － － － － － － － － 0.36 0.32 0.00 0.00 0.36 0.32 0.00 0.00 0.00 0.00

建設混合廃棄物（管理型） 1.79 1.61 － － － － － － － － 1.79 1.61 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

合計 3,083.65 2,775.28 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 3,083.65 2,775.28 1.89 1.70 2,476.38 2,228.73 0.00 0.00 0.00 0.00

産業廃棄物の種類

排出抑制 自ら行う中間処理 処理の委託

自ら再生利用を
行った(行う)量

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を
行った(行う)量排 出 量

自ら熱回収を
行った(行う)量

自ら中間処理により

減量した(する)量 全 処 理 委 託 量
優良認定処理業者への

処 理 委 託 量
再生利用業者への

処 理 委 託 量
認定熱回収業者への

処 理 委 託 量

認定熱回収業者以外の

熱回収を行う業者への

処 理 委 託 量





別紙２     2026年4月1日現在

支店の状況

＜留意事項＞

【凡例】

指導・支援

会議体

法的要求事項

社　長
（最高経営者）

　【熊谷組】 【専門工事業者群】

QEMSリーダー
（設計本部含め２名）

第一営業部

飯田橋プロジェクト室

ソリューション推進部

設計企画部

設計管理部

品質監理部

設計第1部

設計第2部

設計第3部

構造設計部

耐震設計部

設計本部

サステナブル

建築技術部

建築構造技術部

建築生産技術部

建築企画推進室

建築統括部

建築部

建築DX推進部

購買部

中大規模木造

建築推進室

作業所

元方安全衛生管理者

専任安全

衛生担当者

（作業所規模による）

熊栄協力会本部

熊栄協力会支部

職長

作業主任者

事業主

災害防止協議会

ＥＭＳ担当者 職長会

安全衛生責任者

全社 安全衛生・品質環境マネジメントシステム体制図

支 店 長

支 店

標準支店を示す

北海道支店 東北支店 首都圏支店

東京建築支店 名古屋支店 北陸支店

中四国支店

四国支店

九州支店

管理統括部

・ＱＥＭＳリーダー： 部門のQMS及びEMSの運用において、担当者を指揮して推進、とりまとめ等をおこなう責任者（QMS,EMSを分担できる。）

・国際本部の適用範囲：国際本部の国内におけるQEMSに関する業務を対象とする。

安全部

営業所

土木事業部

土木作業所

土木部

土木事業本部
積算センター
（支店駐在）※

営業統括部

統括安全衛生責任者

又は

店社安全衛生管理者

総括品質環境管理者
（社長任命者）

総括安全衛生管理者
（社長任命者）

中央安全衛生委員会
（委員長：総括安全衛生管理者）

全社品質環境委員会
（委員長：総括品質環境管理者）

品質環境マネジメント室

支店総括安全衛生管理者
（支店長）

支店安全衛生委員会

支店専門部会

支店システム監査チーム（支店総括安全衛生管理

者・支店総括品質環境管理者が選任する）

支店総括品質環境管理者
（支店長任命者）

支店品質環境委員会

建築事業部

建築作業所

建築部

QEMSリーダー

詳細

専門部会

（部会長（安全本部長）が選任する）

システム監査チーム

（品質環境マネジメント室長が選任する）

安全管理者

衛生管理者

産業医

本社衛生委員会
（委員長： 管理本部長）

産業医

衛生管理者

土木事業本部 建築事業本部経営戦略本部

本 社

橋梁ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

事業部

営業部

シールド技術部

土木部

土木統括部 土木技術統括部

鉄道営業部

地質技術部

機材部

環境事業部

積算センター
（支店駐在含む）※

QEMSリーダー

技術本部

技術企画部

技術研究所

新技術創造センター

QEMSリーダー

管理本部

QEMSリーダー

総務部

経営企画部

秘書部

QEMSリーダー

ＤＸ推進部

安全本部
品質環境マネジメント室

新事業企画推進部

インフラ事業推進部

再生可能エネルギー

推進部

QEMSリーダー

新事業開発本部

QEMSリーダー

国際本部

国際管理部

国際建設部

国際開発部

ダイバーシティ

推進部

審査部

協力会連携推進部

安全推進部

財務部

営業統括部

建築技術統括部

環境設計部

沖縄支店

広報部

サステナビリティ

推進部

土木DX推進部

総合評価対策部

第二営業部

法務コンプライアンス

関西支店

QEMSリーダー

QEMSリーダー

インフラ再生

事業部

トンネル技術部

営業統括部

土工・開削部

大規模更新・

橋梁部

構造物・

原子力部

都市開発・

不動産部

土木設計統括部

ダム技術部

都市開発統括部

お客さま相談室

土木企画部

電力営業部

主計部

人事部
設計変更対策部

陸上風力

エネルギー部

サステナブル

設計推進部

営業部

QEMSリーダー

QEMSリーダー

経理部

人事総務部

管理部

QEMSリーダー

※ 積算センター（支店駐在)の業務は、支店営業部・土木部及び関連部署と連携して実施する入札案件の検討・積算等 （東北・名古屋・中四国支店）

営業部

営業部


